
 
 

― 31 ― 

 

平成 19 年 12 月期  第１四半期財務・業績の概況（個別） 

平成 19 年４月 27 日 

上場会社名 アンジェス MG 株式会社 （コード番号：４５６３ 東証マザーズ） 

（ＵＲＬ http://www.anges-mg.com/ ）   

問 合 せ 先       代表者役職・氏名 代表取締役社長  山田 英   ＴＥＬ：（03）5730－2753 

        責任者役職・氏名 取締役管理本部長 中塚 琢磨 
 
１．四半期財務情報の作成等に係る事項 

① 四半期財務諸表の作成基準 ： 中間財務諸表作成基準 
② 最近事業年度からの会計処理の方法の変更の有無 ： 無 
③ 会計監査人の関与 ： 有 

   四半期財務諸表については、東京証券取引所の「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等
に関する規則の取扱い」の別添に定められている「四半期財務諸表に対する意見表明に係る基準」
に基づく意見表明のための手続きを受けております。 

 
２．平成 19 年 12 月期第 1 四半期財務・業績の概況（平成 19 年１月１日～平成 19 年３月 31 日） 
(1) 経営成績の進捗状況 (百万円未満切捨) 

 売 上 高 営 業 利 益      経 常 利 益      
四半期（当期） 
純 利 益       

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％

19 年 12 月期第 1四半期  379 △26.2  △ 490 －  △ 466 －  △ 467 － 

18 年 12 月期第 1四半期  513 9.4  △ 449 －  △ 300 －  △ 301 － 

(参考)18 年 12 月期  2,858  △ 1,174  △ 903  △ 950 
 

 
１株当たり四半期 

（当期）純利益 
 円    銭

19 年 12 月期第 1四半期  △ 4,429 52 

18 年 12 月期第 1四半期  △ 2,950 17 

(参考)18 年 12 月期  △ 9,209 66 

 (注)売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率を示す。 
 
(2) 財政状態の変動状況 (百万円未満切捨) 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 
１株当たり 
純 資 産      

 百万円 百万円 ％ 円    銭

19 年 12 月期第 1四半期 14,715 13,513 91.8  116,283 56 

18 年 12 月期第 1四半期 8,842 7,420 83.9  71,957 22 

(参考)18 年 12 月期 8,267 6,958 84.1  67,113 54 
 
３．平成 19 年 12 月期の業績予想（平成 19 年１月１日～平成 19 年 12 月 31 日） 

 売上高 経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円

通     期 1,800～2,200 △2,600～△2,200 △2,600～△2,200 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）△22,381 円 76 銭～△18,938 円 42 銭 
※ 上記の予想は、現時点において、入手可能な情報及び将来の業績に与える不確実要因に関しての

仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因により上記の予想とは異なる可能性が
あります。

 
４．配当状況 
・現金配当 1 株当たり配当金(円) 

 中間期末 期末 年間 

18 年 12 月期 ― ― ― 

19 年 12 月期(実績) ― ― ― 

19 年 12 月期(予想) ― ― ― 
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５．四半期財務諸表等 

  四半期財務諸表 

① 四半期貸借対照表 

 

  
前第１四半期 
会計期間末 

(平成18年３月31日) 

当第１四半期 
会計期間末 

(平成19年３月31日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成18年12月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金   5,068,476 6,864,636  3,851,506  

２ 売掛金  176,927 116,880  127,755

３ 有価証券   800,344 4,321,710  802,295

４ たな卸資産   479,785 400,786  417,374

５ 前渡金   1,001,128 876,362  779,971

６ 前払費用  28,858 25,444  27,087

７ 関係会社短期貸付金   ― ―  250,000

８ 立替金  16,515 2,144  10,110

９ その他 ※３  6,310 5,872  5,934

流動資産合計   7,578,345 85.7 12,613,837 85.7  6,272,036 75.9

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産    

(1) 建物  46,339 40,745 40,745 

  減価償却累計額 △19,111 27,228 △19,425 21,319 △18,323 22,421

(2) 機械装置 2,143 2,143 2,143 

  減価償却累計額  △1,988 154 △2,049 93 △2,044 98

(3) 工具器具備品  296,475 312,367 310,705 

  減価償却累計額  △184,859 111,615 △235,662 76,704 △226,883 83,821

有形固定資産合計   138,999 1.6 98,117 0.7  106,341 1.3

２ 無形固定資産   334,433 3.8 290,942 2.0  298,855 3.6

３ 投資その他の資産    

(1) 投資有価証券   418,988 1,066,657  1,225,649

(2) 関係会社株式  236,006 520,006  236,006

(3) 長期前払費用  100,914 87,197  90,425

(4) 敷金保証金   34,608 38,285  38,385

投資その他の資産 
合計 

  790,517 8.9 1,712,147 11.6  1,590,467 19.2

固定資産合計   1,263,950 14.3 2,101,207 14.3  1,995,663 24.1

資産合計   8,842,296 100.0 14,715,045 100.0  8,267,700 100.0
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前第１四半期会計期間末 
(平成18年３月31日) 

当第１四半期会計期間末 
(平成19年３月31日) 

前事業年度要約貸借対照表 
(平成18年12月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

１ 買掛金   153,804 152,288  207,711

２ 未払金  114,664 126,597  112,233

３ 未払費用  5,935 5,325  4,682

４ 未払法人税等  7,798 10,326  16,391

５ 未払消費税等 ※３  9,478 ―  42,648

６ 繰延税金負債  59 ―  592

７ 前受金  1,121,235 896,223  894,739

８ 預り金  9,236 11,209  8,310

流動負債合計  1,422,211 16.1 1,201,970 8.2  1,287,309 15.6

Ⅱ 固定負債    

１ 繰延税金負債   ― ―  22,046

固定負債合計  ― ― ― ―  22,046 0.2

負債合計   1,422,211 16.1 1,201,970 8.2  1,309,356 15.8

    

(資本の部)    

Ⅰ 資本金   5,617,387 63.5 ― ―  ― ―

Ⅱ 資本剰余金    

 資本準備金   3,928,130 ―  ―

資本剰余金合計   3,928,130 44.4 ― ―  ― ―

Ⅲ 利益剰余金    

 第１四半期(当期) 
 未処理損失 

  2,125,519 ―  ―

利益剰余金合計   △2,125,519 △24.0 ― ―  ― ―

Ⅳ その他有価証券評価 
  差額金 

  86 0.0 ― ―  ― ―

資本合計   7,420,084 83.9 ― ―  ― ―

負債資本合計   8,842,296 100.0 ― ―  ― ―
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前第１四半期会計期間末 
(平成18年３月31日) 

当第１四半期会計期間末 
(平成19年３月31日) 

前事業年度要約貸借対照表 
(平成18年12月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(純資産の部)    

Ⅰ 株主資本    

１ 資本金   ― ― 9,295,423 63.1  5,693,655 68.9

２ 資本剰余金   

  資本準備金  ― 7,606,165 4,004,398 

 資本剰余金合計   ― ― 7,606,165 51.7  4,004,398 48.4

３ 利益剰余金   

  その他利益剰余金    

 繰延利益剰余金  ― △3,241,626 △2,773,915 

 利益剰余金合計   ― ― △3,241,626 △22.0  △2,773,915 △33.5

株主資本合計   ― ― 13,659,962 92.8  6,924,138 83.8

Ⅱ 評価・換算差額等    

１ その他有価証券評価 
  差額金 

  ― ― △151,766 △1.0  32,985 0.4

評価・換算差額等 
合計 

  ― ― △151,766 △1.0  32,985 0.4

Ⅲ 新株予約権   ― ― 4,879 0.0  1,219 0.0

純資産合計   ― ― 13,513,075 91.8  6,958,343 84.2

負債純資産合計   ― ― 14,715,045 100.0  8,267,700 100.0
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② 四半期損益計算書 

 

  
前第１四半期会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年３月31日) 

当第１四半期会計期間 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年３月31日) 

前事業年度要約損益計算書 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

Ⅰ 事業収益   513,809 100.0 379,290 100.0  2,858,962 100.0

Ⅱ 事業費用    

 １ 研究開発費  833,113 731,585 3,476,734 

 ２ 販売費及び 
   一般管理費 

 130,066 963,179 187.5 138,057 869,643 229.3 556,835 4,033,570 141.1

営業損失   449,369 △87.5 490,353 △129.3  1,174,607 △41.1

Ⅲ 営業外収益 ※１  152,137 29.6 62,672 16.5  293,042 10.3

Ⅳ 営業外費用   3,192 0.6 38,577 10.1  21,887 0.8

経常損失   300,425 △58.5 466,258 △122.9  903,453 △31.6

Ⅴ 特別損失   ― ― ― ―  41,009 1.4

税引前第１四半期 
(当期)純損失 

  300,425 △58.5 466,258 △122.9  944,463 △33.0

法人税、住民税 
及び事業税 

  1,452 0.3  1,452 0.4  5,810 0.2

第１四半期(当期) 
純損失 

  301,878 △58.8 467,710 △123.3  950,273 △33.2

前期繰越損失   1,823,641 ―  ―

第１四半期 
未処理損失 

  2,125,519 ―  ―
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③ 四半期株主資本等変動計算書 

当第１四半期会計期間(自 平成19年１月１日 至 平成19年３月31日) 

 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 
 

資本金 
資本準備金 

繰越利益剰余金 

株主資本合計 

平成18年12月31日残高(千円) 5,693,655 4,004,398 △2,773,915 6,924,138

第１四半期会計期間中の変動額  

 新株の発行 
 (公募増資及び新株予約権等の行使) 

3,601,767 3,601,767  7,203,535

 第１四半期純損失 △467,710 △467,710

 株主資本以外の項目の第１四半期 
 会計期間中の変動額(純額) 

 ―

第１四半期会計期間中の変動額 
合計(千円) 

3,601,767 3,601,767 △467,710 6,735,824

平成19年３月31日残高(千円) 9,295,423 7,606,165 △3,241,626 13,659,962

 

評価・換算差額等 
 

その他有価証券 
評価差額金 

新株予約権 純資産合計 

平成18年12月31日残高(千円) 32,985 1,219 6,958,343 

第１四半期会計期間中の変動額  

 新株の発行 
 (公募増資及び新株予約権等の行使) 

7,203,535 

 第１四半期純損失 △467,710 

 株主資本以外の項目の第１四半期 
 会計期間中の変動額(純額) 

△184,752 3,659 △181,092 

第１四半期会計期間中の変動額 
合計(千円) 

△184,752 3,659 6,554,731 

平成19年３月31日残高(千円) △151,766 4,879 13,513,075 
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前事業年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 
 

資本金 
資本準備金 

繰越利益剰余金 

株主資本合計 

平成17年12月31日残高(千円) 5,503,862 3,814,604 △1,823,641 7,494,824

事業年度中の変動額  

 新株の発行(新株予約権等の行使) 189,793 189,793  379,586

 当期純損失 △950,273 △950,273

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) 

 ―

事業年度中の変動額合計(千円) 189,793 189,793 △950,273 △570,686

平成18年12月31日残高(千円) 5,693,655 4,004,398 △2,773,915 6,924,138

 

評価・換算差額等 
 

その他有価証券 
評価差額金 

新株予約権 純資産合計 

平成17年12月31日残高(千円) 66 ― 7,494,891 

事業年度中の変動額  

 新株の発行(新株予約権等の行使) 379,586 

 当期純損失 △950,273 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) 

32,918 1,219 34,137 

事業年度中の変動額合計(千円) 32,918 1,219 △536,548 

平成18年12月31日残高(千円) 32,985 1,219 6,958,343 
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四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

前第１四半期会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年３月31日) 

当第１四半期会計期間 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ① その他有価証券 

時価のあるもの 

四半期決算期末日の市場

価格等に基づく時価法 

(評価差額は、全部資本

直入法により処理し、売

却原価は、移動平均法に

より算定) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 なお、投資事業有限責

任組合への出資(証券取

引法第２条第２項により

有価証券とみなされるも

の)については、組合契

約に規定される決算報告

日に応じて入手可能な最

近の決算書を基礎とし、

持分相当額を純額で取り

込む方法によっておりま

す。 

  ② 子会社株式 

    移動平均法による原価法 

 (2) デリバティブ 

   時価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ① その他有価証券 

時価のあるもの 

四半期決算期末日の市場

価格等に基づく時価法 

(評価差額は、全部純資

産直入法により処理し、

売却原価は、移動平均法

により算定) 

時価のないもの 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ② 子会社株式 

同左 

 (2) デリバティブ 

―――――― 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ① その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等

に基づく時価法 

(評価差額は、全部純資

産直入法により処理し、

売却原価は、移動平均法

により算定) 

時価のないもの 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ② 子会社株式 

同左 

 (2) デリバティブ 

―――――― 

 (3) たな卸資産 

  ① 原材料 

    移動平均法による原価法 

  ② 仕掛品 

    個別法による原価法 

  ③ 貯蔵品 

    最終仕入原価法 

 (3) たな卸資産 

  ① 原材料 

同左 

  ② 仕掛品 

同左 

  ③ 貯蔵品 

同左 

 (3) たな卸資産 

  ① 原材料 

同左 

  ② 仕掛品 

同左 

  ③ 貯蔵品 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

  定率法 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物 ３年～15年

機械装置 ３年～４年

工具器具備品 ３年～15年
 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

  定額法 

なお、自社利用のソフトウェ

アについては社内における見込

利用可能期間(５年)に基づく定

額法を採用しております。 

 (2) 無形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

同左 

 (3) 長期前払費用 

   定額法によっております。 

 (3) 長期前払費用 

同左 

 (3) 長期前払費用 

同左 
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前第１四半期会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年３月31日) 

当第１四半期会計期間 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

３ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、四半期

決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益として

処理しております。 

３ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

同左 

３ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

４ 引当金の計上基準 

  貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上することとしております。 

４ 引当金の計上基準 

  貸倒引当金 

同左 

４ 引当金の計上基準 

  貸倒引当金 

同左 

５ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

５ リース取引の処理方法 

同左 

５ リース取引の処理方法 

同左 

６ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

為替予約について振当処理を

行っております。 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段 

    為替予約 

   ヘッジ対象 

外貨建予定取引及び外貨建

金銭債権債務 

 (3) ヘッジ方針 

外貨建取引に係る為替変動リ

スクの回避を目的として、ヘッ

ジを行っております。 

 (4) ヘッジの有効性の評価方法 

為替予約の締結時にヘッジ対

象と同一通貨建てによる同一金

額で同一期日の為替予約を振当

てているため、その後の為替相

場の変動による相関関係は完全

に確保されており、その判定を

もって有効性の判定に代えてお

ります。 

６ ヘッジ会計の方法 

―――――― 

６ ヘッジ会計の方法 

―――――― 

７ その他四半期財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

 (1) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計

処理は税抜方式によっておりま

す。 

７ その他四半期財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

 (1) 消費税等の会計処理 

同左 

７ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

 (1) 消費税等の会計処理 

同左 
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四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 
前第１四半期会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年３月31日) 

当第１四半期会計期間 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

当第１四半期会計期間から「固定

資産の減損に係る会計基準」(「固

定資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」(企業会計審議会 

平成14年８月９日))及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号)を適用しております。 

これによる損益に与える影響はあ

りません。 

―――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」(「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年

８月９日))及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号)を適

用しております。 

これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

当事業年度から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号)及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準適用指針第８号)

を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する

金額は6,957,123千円であります。 

なお、財務諸表規則等の改正によ

り、当事業年度における貸借対照表

の純資産の部については、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。 

 

(ストック・オプション等に関する

会計基準) 

当事業年度から「ストック・オプ

ション等に関する会計基準」(企業

会計基準委員会 平成17年12月27日

企業会計基準第８号)及び「ストッ

ク・オプション等に関する会計基準

の適用指針」(企業会計基準委員会

平成17年12月27日 企業会計基準適

用指針第11号)を適用しておりま

す。 

これにより、営業損失、経常損失

及び税引前当期純損失はそれぞれ

1,219千円増加しております。 
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前第１四半期会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年３月31日) 

当第１四半期会計期間 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

―――――― ―――――― (繰延資産の会計処理に関する当面
の取扱い) 

当事業年度から「繰延資産の会計

処理に関する当面の取扱い」(企業

会計基準委員会 平成18年８月11日

実務対応報告第19号)を適用してお

ります。 

これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 

注記事項 

(四半期貸借対照表関係) 

 

前第１四半期会計期間末 
(平成18年３月31日) 

当第１四半期会計期間末 
(平成19年３月31日) 

前事業年度末 
(平成18年12月31日) 

１ 偶発債務 

次の関係会社のリース債務につ

いて債務保証を行っております。 

ジェノミディア株式会社 

21,260千円 

 １ 偶発債務 

―――――― 

 

 １ 偶発債務 

―――――― 

 

２ 運転資金の効率的な調達を行

うため主要取引金融機関と当座

貸越契約を締結しております。 

当座貸越 
契約の総額 

1,700,000千円

当第１四半期
末残高 

― 千円

 

２ 運転資金の効率的な調達を行

うため主要取引金融機関と当座

貸越契約を締結しております。

当座貸越 
契約の総額 

1,400,000千円

当第１四半期
末残高 

― 千円

 

２ 運転資金の効率的な調達を行

うため主要取引金融機関と当座

貸越契約を締結しております。

当座貸越 
契約の総額 

1,400,000千円

当期末残高 ― 千円

 
※３ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、未払消費税等

として表示しております。 

※３ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、未収消費税等

とし、流動資産の「その他」に

含めて表示しております。 

※３ 消費税等の取扱い 

―――――― 

 

 

(四半期損益計算書関係) 

 

前第１四半期会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年３月31日) 

当第１四半期会計期間 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

※１ 営業外収益の主要な項目及び

金額は次のとおりであります。 

受取利息 1,145千円

有価証券利息 202 

補助金収入 147,957 
 

※１ 営業外収益の主要な項目及び

金額は次のとおりであります。

受取利息 5,762千円

補助金収入 51,927 
 

※１ 営業外収益の主要な項目及び

金額は次のとおりであります。

受取利息 10,471千円

有価証券利息 335 

補助金収入 263,743 
 

 ２ 減価償却実施額は次のとおり

であります。 

有形固定資産 13,546千円

無形固定資産 13,941 
 

 ２ 減価償却実施額は次のとおり

であります。 

有形固定資産 9,885千円

無形固定資産 15,652 
 

 ２ 減価償却実施額は次のとおり

であります。 

有形固定資産 60,117千円

無形固定資産 64,145 
  

 



ファイル名:6. 平成19年12月期第１四半期個別注記.doc 更新日時:4/25/2007 10:05 AM 印刷日時:07/04/25 11:14 

― 42 ― 

(四半期株主資本等変動計算書関係) 

当第１四半期会計期間(自 平成19年１月１日 至 平成19年３月31日) 

 該当事項はありません。 

 

前事業年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

 該当事項はありません。 

 

(リース取引関係) 

 

前第１四半期会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年３月31日) 

当第１四半期会計期間 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 (借手側) 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、第

１四半期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

第１四半
期末残高 
相当額 
(千円) 

工具器具 
備品 

3,510 2,047 1,462 

  

 (借手側) 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、第

１四半期末残高相当額 

 
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

第１四半
期末残高
相当額
(千円)

工具器具
備品 

3,510 3,217 292

  

 (借手側) 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、期

末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高
相当額
(千円)

工具器具
備品 

3,510 2,925 585

  
(2) 未経過リース料第１四半期末

残高相当額 

１年内 1,208千円

１年超 310 

合計 1,518 
 

(2) 未経過リース料第１四半期末

残高相当額 

１年内 310千円

１年超 ― 

合計 310 
 

(2) 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 617千円

１年超 ― 

合計 617 
 

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

① 支払リース料 470千円

② 減価償却費 
  相当額 

438 

③ 支払利息 
  相当額 

19 

 

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

① 支払リース料 312千円

② 減価償却費 
  相当額 

292 

③ 支払利息 
  相当額 

5 

 

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

① 支払リース料 1,408千円

② 減価償却費 
  相当額 

1,316 

③ 支払利息 
  相当額 

55 

 
(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左 

(5) 支払利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については利息法によっており

ます。 

(5) 支払利息相当額の算定方法 

同左 

(5) 支払利息相当額の算定方法 

同左 

 

(有価証券関係) 

前第１四半期会計期間末、当第１四半期会計期間末及び前事業年度において子会社株式で時価のあ

るものはありません。 
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(１株当たり情報) 

四半期連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

 

(重要な後発事象) 

 

前第１四半期会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年３月31日) 

当第１四半期会計期間 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１ ストック・オプション 
平成18年４月24日開催の取締役

会決議により、平成18年３月30日
開催の定時株主総会で承認されま
した商法第280条ノ20及び第280条
ノ21の規定に基づく新株予約権の
付与について、具体的な発行内容
を確定いたしました。 
(1) 新株予約権の発行日： 
  平成18年４月24日 
(2) 新株予約権の発行数： 
  975個 
  (新株予約権１個につき１株) 
(3) 新株予約権の発行価格：無償 
(4) 新株予約権の目的たる株式の 
  種類及び数： 
  当社普通株式 975株 
(5) 新株予約権の行使に際して払 
  い込むべき金額：  
  １株当たり762,396円 
(6) 新株予約権の行使により発行 
  する株式の発行価額の総額： 
  743,336,100円 
(7) 新株予約権の行使期間： 

 平成20年４月１日から 
 平成27年12月31日まで 

(8) 新株予約権の行使により新た 
  に当社普通株式を発行する場 
  合、発行価額中資本に組入れ 
  る額： 
  １株当たり381,198円 
(9) 新株予約権の割当対象者の 

 内訳： 
 当社取締役 １名 

 当社従業員 10名 

１ ストック・オプション 
平成19年４月27日開催の取締役

会決議により、平成19年３月30日
開催の定時株主総会で承認されま
した会社法第236条、第238条及び
第239条の規定に基づく新株予約
権の付与について、具体的な発行
内容を確定いたしました。 
(1) 新株予約権を割り当てる日：
  平成19年５月９日 
(2) 新株予約権の発行数： 
  135個 
  (新株予約権１個につき１株)
(3) 新株予約権の発行価格：無償
(4) 新株予約権の目的たる株式の
  種類及び数： 
  当社普通株式 135株 
(5) 新株予約権の行使に際して払
  い込むべき金額：  

新株予約権を割り当てる日
(以下、「割当日」という)の属
する月の前月の各日(取引の成
立しない日を除く)の東京証券
取引所における当社普通株式の
普通取引の終値の平均値に1.05
を乗じた金額とし、計算の結果
生じる１円未満の端数は切り上
げる。ただし、その金額が割当
日の当日の東京証券取引所にお
ける当社普通株式の終値(当日
に取引が無い場合は、その日に
先立つ直近日の終値)を下回る
場合には、当該終値を払込価額
とする。 

(6) 新株予約権の行使期間： 
 平成21年５月９日から 
 平成28年12月31日まで 

(7) 新株予約権の行使により新た
  に当社普通株式を発行する場
  合、発行価額中資本に組入れ
  る額： 

会社計算規則第40条第１項に
従い算出される資本金等増加限
度額の２分の１の金額とし、計
算の結果生じる１円未満の端数
は、これを切り上げるものとす
る。 

(8) 新株予約権の割当対象者の 
 内訳： 

 当社子会社従業員 ４名 

１ ストック・オプション 

平成19年２月26日開催の取締役

会及び平成19年３月30日開催の定

時株主総会の決議に基づき、当社

及び当社子会社の取締役及び従業

員に対して、会社法第236条、第

238条及び第239条の規定に基づ

き、新株予約権の付与を行うもの

であります。 

(1) 株式の種類：普通株式 

(2) 新株予約権の予定総数： 

 1,000個を上限とする。 

(3) 新株予約権の発行価額：無償

(4) １株当たりの払込価額： 

新株予約権を割り当てる日
(以下、「割当日」という)の属
する月の前月の各日(取引の成
立しない日を除く)の東京証券
取引所における当社普通株式の
普通取引の終値の平均値に1.05
を乗じた金額とし、計算の結果
生じる１円未満の端数は切り上
げる。ただし、その金額が割当
日の当日の東京証券取引所にお
ける当社普通株式の終値(当日
に取引が無い場合は、その日に
先立つ直近日の終値)を下回る
場合には、当該終値を払込価額
とする。 

(5) 新株予約権の行使期間： 

 平成19年３月30日開催の定時

株主総会の決議日の翌日より

２年間経過した日から当該決

議日後10年以内の範囲で、取

締役会が定める期間。 
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前第１四半期会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年３月31日) 

当第１四半期会計期間 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

―――――― ２ 第三者割当増資 

平成19年３月２日開催の当社取締

役会において、公募による新株式発

行(一般募集)及び当社株式の売出し

(オーバーアロットメントによる売

出し)と同時に決議いたしました第

三者割当による新株式発行に関し、

割当先より発行予定株式数の一部に

つき申込みが行われ、平成19年４月

17日に払込を受けております。な

お、その詳細は次のとおりでありま

す。 

(1) 割当先 

  野村證券株式会社 

(2) 発行した株式の種類及び数 

  普通株式 314株

(3) 発行価格 

  １株につき 595,140円

(4) 資本組入額 

  １株につき 297,570円

(5) 払込金額の総額 

   186,873,960円

(6) 増加する資本金の額 

   93,436,980円

(7) 申込期日 

  平成19年４月16日 

(8) 払込期日 

  平成19年４月17日 

 

２ 公募による新株式発行及びオー

バーアロットメントによる当社

株式の売出しに関する第三者割

当による新株式の発行 

当社は、平成19年３月２日開催

の取締役会の決議に基づき、公募

による新株式発行及びオーバーア

ロットメントによる当社株式の売

出し(野村證券株式会社が当社株

主から借受ける当社普通株式

1,000株の売出し)に関する第三者

割当による新株式発行を決議し、

公募による新株式発行につきまし

ては、平成19年３月20日に払込を

受けております。なお詳細は以下

のとおりであります。 

(1) 公募による新株式発行(一般募

集) 

 ① 発行した株式の種類及び数 

   普通株式 12,000株 

 ② 発行価格 

   １株につき 634,380円 

 ③ 発行価額 

   １株につき 595,140円 

 ④ 資本組入額 

   １株につき 297,570円 

 ⑤ 発行価額の総額 

    7,141,680,000円 

 ⑥ 資本組入額の総額 

    3,570,840,000円 

 ⑦ 払込期日 

   平成19年３月20日 

 ⑧ 資金の使途 

 研究開発投資等に充当する 

予定 

(2) 第三者割当による新株式発行

(オーバーアロットメントによ

る売出しに関連して行なう第

三者割当増資) 

 ① 発行する株式の種類及び数 

   普通株式 1,000株 

 ② 発行価格 

   １株につき 595,140円 

 ④ 資本組入額 

   １株につき 297,570円 

 ⑤ 発行価額の総額 

    595,140,000円 

 ⑥ 資本組入額の総額 

    297,570,000円 

 ⑦ 割当先及び割当株式数 

   野村證券株式会社 1,000株
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前第１四半期会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年３月31日) 

当第１四半期会計期間 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

―――――― ――――――  ⑧ 払込期日 

   平成19年４月17日 

 ⑨ 資金の使途 

   研究開発投資等に充当する 

  予定 

 

なお、野村證券株式会社がシン
ジケートカバー取引又は安定操作
取引を行なう場合、オーバーアロ
ットメントによる売出しに係る株
式数から、安定操作取引及びシン
ジケートカバー取引によって取得
し、借入れ株式の返却に充当する
株式数を減じた株式数について、
野村證券株式会社は本件第三者割
当増資に係る割当てに応じ、当社
普通株式を取得する予定でありま
す。そのため本件第三者割当増資
における発行数の全部又は一部に
つき申込みが行われず、その結
果、失権により本件第三者割当増
資における最終的な発行数がその
限度で減少し、又は発行そのもの
が全く行われない場合がありま
す。 
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